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2026年8月31日（月) 

全般ドル高と円安、持続と反動調整にらむ 

円安対応、米日の金利と中銀政策、米指標など焦点 

今週の為替相場は全般的なドル高と円安に関して、持続と反動調整をにらんだ

展 開 と な る。週 間 予 想 は ド ル / 円 が 158.00 － 161.30 円、ユ ー ロ / 円 が

183.40－186.70円。前週後半には米FRB議長がインフレ上昇への警戒感を示し、

米利上げ観測の高まり等でドル高が後押しされた。クロス円（円の対非ドル通貨

相場）取引は対ドルでの非ドル反落で下落となる一方、ドル高・円安や日本の財

政懸念等で円高が抑制されている。今週は円安対応と米日の中銀政策、雇用など

の米指標、米イラン対立などが焦点になる。 

 
米著名投資家「経済の基礎的条件に反した価格防衛は失敗」 
 
今週の為替相場で注目されるのは、日米の当局による円安阻止対応の動向だ。

7月末に日米協調で円買い為替市場介入が実施されたが、ドル/円は前週末に7月

末以来となる160円超えのドル高・円安回帰が見られている。 

日本の財務省・日銀は円安と輸入物価発の物価上昇、日本の財政不安が材料に

された円安と日本国債価格の下落（金利は上昇）を警戒している。米国の財務省

は米イラン対立の長期化などを受けて、財政悪化と資源高によるインフレ上昇、

それに伴う米国債の価格下落と長期金利の上昇を懸念し、円安と日本国債安の米

国債安への連鎖波及を警戒している。同時に日本は世界最大級の米国債保有国で

あり、日本国債が続落した場合の「日本勢による米国債の処分売り」リスクも憂

慮している。 

その中で今週は米国で米東部時間の8月31日から9月1日にかけて、G20財務相・

中央銀行総裁会議が開催される。会合の前後では米国のベセント財務長官と日本

の片山さつき財務相、植田和男日銀総裁が会談を行う予定だ。協調介入後の為替

動向を協議するほか、ベセント氏は介入後の円安是正の重要な鍵として「日銀の

利上げ加速」を間接希望している。 

会談の前後で円安阻止協調の再強化アピールや介入の示唆、植田氏による9月

利上げを含めた利上げ加速の示唆があると、短期的な円高とドルなどの外貨安の

要因となりやすい。想定外のサプライズ的な日米協調での国債安定化や円安是正

のパッケージ政策が示唆されると、円高・ドル安の度合いが大きくなる波乱余地

もある。 

一方でサプライズ的なプランが示されなければ、短期的なドル安の局面があっ

ても、ドルは押し目買いに支えられやすい（円は戻り売り）。ベセント氏は8月

19日、米国債の安定化に向けて、米国債の買い入れ消却（バイバック）強化方針

を示したが、市場介入の行き過ぎなどが市場の反発を受けた。 

ベセント氏が過去に同じヘッジファンドで仕えた師匠格の著名投資家ドラッケ

ンミラー氏は8月26日、「ファンダメンタルズ（経済の基礎的条件）に反して価

格を防衛しても、必ず失敗する」と警告している（米ウォールストリート・

ジャーナル紙への寄稿）。円安や日米の国債価格下落には「日米の財政赤字懸

念」といった根本問題があり、この問題への対処策が示されない限り、円安と日
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円

ドル／円の日足；２４日移動平均線を中央値のボリンジャーバンド

２４日平均を上抜けの局面では、バンド上限方向が短期的な上値メド

２４日平均方向が下値メド、２４日平均下抜け局面ではバンド下限方向が下値メド

ドル／円 バンド上限＝１６１．７０

２４日平均＝１５９．１７ バンド下限＝１５６．６３

※↑

２４日平均
焦点

米の国債価格下落は持続余地が残る。 

目先の日本単独、日米協調による円買い市場介入については、急激なスピード

での円安・ドル高が無い限り、「時期尚早」の可能性がある。背景としては、

「ベセント米財務長官は次なる円安阻止対応として『日銀に期待している』とし

ており、9月17－18日の日銀会合での利上げを待つ状況にある」、「今週は9月4

日に米雇用統計が予定されており、その前に介入でドル安・円高にしても、雇用

統計が良ければすぐにドル高へと戻ってしまう」、「7月末の米財務省による円

買い介入参加について、前週にかけて米野党の民主党議員から説明責任が求めら

れるなど、議会からの監視とチェックが見られている」、「ベセント米財務長官

による米国債の買い入れ方針が『市場介入のやり過ぎ』『財政健全化の取り組み

放置』と批判を受けたばかり」といった要因がある。その他の注目点は以下。 

＜ドル/円、週足の下値抵抗線巡る攻防＞ 

ドル/円は前週後半からドルが再上昇となっている。週足テクニカルでは昨夏

以降のドルの下値抵抗線について、上下動を経ながらも上抜け維持できるかの攻

防になっている。 

ブルームバーグのレートによると、前週末8月28日時点における下値抵抗ライ

ンの数値は以下のようになっている。26週移動平均線159.69円、週足・一目均衡

表の基準線159.51円、30週移動平均線159.10円、36週移動平均線158.70円、13週

移動平均線を中央値としたボリンジャーバンドのバンド下限157.44円。 

＜クロス円の週足、節目ライン上抜け攻防＞ 

為替相場のクロス円（円の対非ドル通貨）取引は、週足テクニカルで重要節目

ラインを巡る攻防となっている。これから上下動を経ながらも上抜け維持できる

か、上抜け定着に失敗するかの見極めとなる。重要な週足ラインは、各通貨ペア

で13週、26週、40週の各移動平均線、週足・一目均衡表の基準線と転換線などと

なっている。 

＜雇用などの米指標とFRBの政策＞ 

今週の米国では重要な経済指標が相次ぐ。9月1日のISM製造業景況指数、求人

件数、2日のADP雇用統計、3日の新規失業保険申請件数、ISM非製造業景況指数、

4日の雇用統計、失業率などについては、AI・データセンター・インフラ関連を

始めとした設備投資や建設の需要増、7月の株安を経た8月の株価反発と資産効果

などが下支え要因となりやすい。雇用などの米指標は5－6月に米国でのサッカー

W杯開催で改善したあと、7月は反動減速があったが、8月は正常化の回復も注目

される。 

今週の米指標が改善となれば、米FRBによる利上げの観測を高める。前週後半

にはウォーシュFRB議長がインフレ上昇への警戒感を示し、FRBには「やるべき仕

事がある」と述べた。米先物市場などでは9月の0.25％利上げ確率が、発言前の

35％から57.5％へと上昇している。今週以降は米指標やFRB幹部発言などによ

り、9月利上げの確率が一段と上昇すればドル高、確率低下となればドル安とい

う一喜一憂が想定される。 
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豪ドル／円とＮＺドル／円；４０日移動平均線を中央値のボリンジャーバンド

４０日平均を上抜けの局面では、バンド上限方向が短期的な上値メド

４０日平均方向が下値メド、４０日平均下抜け局面はバンド下限方向が下値メド

豪ドル／円（左軸） バンド上限＝１１５．３６ ４０日平均＝１１３．０８

バンド下限＝１１０．８０ ＮＺドル／円（右軸） バンド上限＝９５．７６

４０日平均＝９４．０１ バンド下限＝９２．２７

※４０日平均
焦点
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＜米イラン対立とドル取引制限の制裁影響＞ 

米国軍は8月30日、約1カ月ぶりにイランを攻撃した。8月以降、米イラン緊張

による為替影響はケース・バイ・ケースとなっているが、基本的に緊張激化で資

源エネルギー価格が上昇となる場合、資源の輸入依存度が高い日本の円はドル/

円、クロス円で戻り売り（ドルや資源国通貨は押し目買い）が後押しされやす

い。 

米トランプ政権は前週以降、イランと取引する外国企業や個人への「2次制

裁」を強化する方針を示している。ベセント米財務長官は8月28日、「イランの

現体制にとっての経済的生命線を断ち切る」と宣言し、「イランへの支援者が米

ドルや世界の金融システムを利用し続けることはできない」、「米ドルの決済シ

ステムから排除する」と警告した。 

28日にはイランが米ドル取引の拠点にしていたとして、エジプトの大手「ミス

ル銀行」がアラブ首長国連邦（UAE）に置く支店に制裁を科すと発表。トランプ

米大統領は、中国の金融機関を対イラン制裁の対象とする可能性に触れている。 

今後、イランやイランとの取引国の間でドル取引の制限を警戒し、ドル調達を

強めたり、ドル確保の迂回経路増強に動くとドル高の要因となりやすい。反対に

中国を始めとして、反米勢力の間で「ドル離れ」や「ドル決済以外の国際金融

ネットワーク構築」などが強化されると、ドル安の要因となる。 


